ハンドマイク演説例（緊急経済対策）　　　　　　　　２０２０年３月１５日　　　　　　鳥取県西部地区委員会

　ご近所のみなさん。こちらは日本共産党です。この場をお借りしまして、政策の訴えをさせていただきます。ご協力をよろしくお願いいたします。

　みなさん。日本の経済はいま、深刻な不況に陥りつつあるのではないでしょうか。まず、消費税１０％による打撃がありました。消費増税後、家計消費は１４％も下落し、名目賃金も引き下がり、ＧＤＰはマイナス７・１％の大幅後退となりました。今年に入ってからの景気はさらに大きく落ち込んでいます。
　そしていま、新型コロナウイルスによる追い打ちで、株価も大暴落しています。これは日本だけでなく世界各国に及び、リーマン・ショックを超える経済危機となるのは間違いありません。こうしたもとで日本共産党は、コロナ感染の拡大防止に最大の力をそそぎながら、日本経済の危機から国民生活を守るために、政治がしっかりと責任を果たすことが求められていると考えます。
　一つは、新型コロナの影響から国民生活を防衛するあらゆる手だてをとることです。安倍首相の思い付きのような学校の長期休校、イベントの自粛などにともなって、仕事や収入を奪われた人や事業者には、国の責任でそれを補償することが求められるのではないでしょうか。
　国はやっと重い腰を上げ、休業補償をすることになりましたが、１日わずか８３３０円です。フリーランスをはじめ、雇用保険の対象にならずに働いている人は、１日たった４１００円です。補償の対象と金額を抜本的に拡大することが必要だと、日本共産党は考えますが、みなさんいかがでしょうか。
　中国からの部品が入らなくて困っている製造業、お客さんが激減している観光や運輸、サービス業など、中小零細業者を思い切って支援することも大切です。国は無担保・無利子の融資をはじめますが、想定の５０００億円はあまりに少ない。リーマン・ショックなみの２０兆円の枠を確保すべきです。

　そしていま一つは、世界全体が経済危機に陥るなかでは、外需依存では展望は見えません。内需の拡大、国民の家計の応援に思い切って力を集中することです。
　その一番に、日本共産党は消費税５％への緊急減税を提案したいと思います。いまの不況の原因をつくったのは消費税増税でした。これを５％に戻すことは、国民の消費を下支えし、低所得者と中間層への力強い支援策となります。国の強い姿勢を示すうえでも、最もインパクトのある対策です。
　また、大企業がため込んでいる４６０兆円もの内部留保を吐き出すのは、まさに今ではないでしょうか。大企業はこれまで、将来の危機を理由に内部留保を積み上げてきました。今回のコロナ拡大はみぞうの危機そのものです。巨額のため込みのごく一部を、働く人の賃上げや下請け中小企業への単価引き上げなどに活用させましょう。国民の暮らしと営業を守る社会的責任を大企業が果たすように、国として強く要請するよう日本共産党は求めたいと思います。
　最後に、いま国がやっている小出しの対策はやめて、来年度予算の抜本修正によって財源を確保することが強く求められています。先日の第２次緊急対策は、「予備費の枠内」という大前提でつくられているために、規模があまりに小さく、対象があまりに狭い。これでは国民は安心できません。
　国難ともいえる局面です。国を挙げて、あらゆる手立てをとりきることを、日本共産党は強く訴えます。この問題でも、野党は共同して政府に迫っています。みなさんのご支援、ご協力を心からお願いして、この場を借りての訴えとさせていただきます。ご清聴ありがとうございました。
